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I.還付申請基準

1. 付加価値税制度の税務上登記されてい
る（19.20条、Ⓐ参照）、且つ外国への商
品、サービスの輸出企業(24,25,26条）

2. 申請できる項目は、直接原価を構成す
る項目（19条1)
*電気水道に関しては各関係先で個別にネゴする（20条2）。

3. 還付申請基準は100%輸出企業だけでな
く、国内消費との混合企業も可能（25条
3)。
VAT法では100%輸出とは述べていない。



Ⓐ納税証明書



II.還付申請に必要な書類（28条）

1. 付加価値税還付要求書(申請書）(Ⓑ参照)
2. 付加価値税申請書（Ⓒ参照）
3. 期内におけるインプットとアウトプットの一
覧表（Ⓓ1、Ⓓ2、Ⓓ3参照）

4. 輸入申告所（I/D)、輸出申告所(E/D)と各々
インボイス（Ⓕ1、Ⓕ2参照）

注意点：
全ての書類は必要条件を正しく、且つ完全に記入しなければならな
い（29条還付不可条項）
基本的には毎月申請、書類の不備と不具合が発生した場合、その
日付より6ヶ月以内であれば申請を認める（26、27条）



付加価値税還付要求書(申請書）(Ⓑ



付加価値税
申請書Ⓒ



期内におけるインプットとアウトプットの一覧表（Ⓓ1）



期内におけるインプットとアウトプットの一覧表（Ⓓ1続き）



期内におけるインプットとアウトプットの一覧表（Ⓓ1、Ⓓ2、Ⓓ3）



期内におけるインプットとアウトプットの一覧表（Ⓓ3）













輸入申告所（I/D)、
輸出申告所(E/D)と
各々インボイス（Ⓕ
1、Ⓕ2参照）





輸入申告所（I/D)、
輸出申告所(E/D)と
各々インボイス（Ⓕ
1、Ⓕ2参照）



III.還付申請提出先(50条）

• 財務省税務局、地方税務署

IV.還付(25条）
• 還付申請日付より1ヶ月以内

V.不服申し立て（48条、49条）
• 申し立ては還付がされなかった後30日以内。
• 複雑な事例は60日以内。


